
国土形成計画の策定に向けた今後の調査審議の進め方に

 

平成１７

国 土 

 

１．当面の調査審議について 

  国土形成計画の策定に関し、当面、以下の点について、調査審

（１）全国計画について、平成１９年中頃までを目途に策定できるよ

画の案の作成に関して調査審議を行う。その際、全国計画は国土利

計画と一体のものとして作成することとされていることから、国土

国計画の検討と連携をとって進めるものとする。 

（２）一体として総合的な国土の形成を推進することが必要な地域の

方について、調査審議を行い、平成１８年度前半を目途に、その結

とめる。 

 

２．調査審議体制について 

（１）１．（１）の事項について調査審議を行うため、別紙１の設置要

国土審議会に計画部会を置く。 

（２）１．（２）の事項について調査審議を行うため、別紙２の設置要

国土審議会に圏域部会を置く。 

（３）調査改革部会については、その任務を終了したのでこれを廃
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別紙 １ 

 
 

計画部会設置要綱 
 

平成１７年９月７日 

国土審議会決定 
 
 
 
（設置） 
１ 国土審議会令（平成１２年政令第２９８号）第３条第１項の規定に基

づき、国土審議会（以下「審議会」という。）に計画部会（以下「部会」

という。）を置く。 
 
（任務） 
２ 部会は、全国の区域について定める国土形成計画に関し必要な事項に

ついて調査審議し、その結果を審議会に報告する。 
 
（専門委員会） 
３ 部会に、その定めるところにより、専門の事項を調査させるための専

門委員会を置くことができる。 

４ 専門委員会に属すべき委員、特別委員及び専門委員は、部会長が指名

する。 

５ 専門委員会に、委員長を置き、当該専門委員会に属する委員、特別委

員又は専門委員のうちから部会長が指名する。 

６ 委員長は、専門委員会の事務を掌理する。 

７ 委員長に事故があるときは、当該委員会に属する委員、特別委員又は

専門委員のうちからあらかじめ委員長が指名した者がその職務を代理

する。 
 

（庶務） 

８ 部会の庶務は、国土交通省国土計画局総務課において処理する。 
 

（雑則） 

９ この要綱に定めるもののほか、議事の手続その他部会の運営に関し必

要な事項は、部会長が定める。 
 
（附則） 
 この要綱は平成１７年９月７日から施行する。 
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別紙 ２ 

 
圏域部会設置要綱 

 

平成１７年９月７日 

国土審議会決定 
 
 
 
（設置） 
１ 国土審議会令（平成１２年政令第２９８号）第３条第１項の規定に基

づき、国土審議会（以下「審議会」という。）に圏域部会（以下「部会」

という。）を置く。 
 
（任務） 
２ 部会は、一体として総合的な国土の形成を推進することが必要な地域

の区分のあり方について調査審議し、その結果を審議会に報告する。 
 
（庶務） 

３ 部会の庶務は、国土交通省国土計画局総務課において処理する。 
 

（雑則） 

４ この要綱に定めるもののほか、議事の手続その他部会の運営に関し必

要な事項は、部会長が定める。 
 
（附則） 
 この要綱は平成１７年９月７日から施行する。 
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（参考） 国土審議会計画部会委員名簿 （平成 17年 10月 18日現在） 
 

 （◎：部会長 ○：部会長代理）   

 家田  仁 東京大学大学院工学系研究科教授 

  石  弘之 北海道大学公共政策大学院特任教授            

 大西  隆 東京大学先端科学技術研究センター教授 

○ 奥野 信宏 中京大学総合政策学部長 

 垣内恵美子 政策研究大学院大学教授 

 金井  耿 ㈱日本旅行代表取締役社長 

 香山 リカ 精神科医 

 河田 惠昭 京都大学防災研究所長 

 來生  新 横浜国立大学副学長 

 鬼頭  宏  上智大学経済学部教授 

 小林 重敬 横浜国立大学大学院工学研究院教授 

 坂本  明 石川県穴水町長 

 生源寺眞一 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 

 関根 千佳 ㈱ユーディット代表取締役社長 

 高島 準司 住友不動産㈱代表取締役社長 

 武内 和彦 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 

 寺島 実郎 ㈱三井物産戦略研究所長 

 中村 英夫 武蔵工業大学学長 

 西村 幸夫 東京大学大学院工学系研究科教授 

  林  良嗣 名古屋大学大学院環境学研究科教授 

 福武總一郎 ㈱ベネッセコーポレーション代表取締役会長 

 藤田 昌久 日本貿易振興機構(ジェトロ)･アジア経済研究所長、京都大学経済研究所教授 

 村木 美貴 千葉大学工学部助教授、NPO 法人地域経営支援ネットワーク理事 

 村田 正樹 森トラスト・アセットマネジメント㈱社長 

◎ 森地  茂 政策研究大学院大学教授 

 安居 祥策 帝人㈱相談役 

 山本 容子 版画家 

 和気 洋子 慶応義塾大学商学部教授 
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（参考） 国土審議会圏域部会委員名簿 （平成 17年 10月 14日現在） 
 

 （◎：部会長 ○：部会長代理）   

○ 石原 信雄 (財)地方自治研究機構理事長 

 川勝 平太 国際日本文化研究センター教授 

 見城 美枝子 青森大学社会学部教授 

 佐藤 安弘 麒麟麦酒(株)相談役 

 関川 夏央 作家 

 中村 胤夫 日本百貨店協会会長、㈱三越代表取締役会長 

◎ 中村 英夫 武蔵工業大学学長 

 平野 啓子 語り部、テレビキャスター 

 御厨  貴 東京大学先端科学技術研究センター教授 

 矢田 俊文 北九州市立大学学長 

 山岸 秀雄 ＮＰＯサポートセンター理事長 
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